
 

貸 借 対 照 表 

（平成２８年３月３１日現在） 

  （単位:千円） 

科 目 金額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 4,719,813 流 動 負 債 2,305,366 

現 金 及 び 預 金 3,010,899 買 掛 金 2,016,195 

売 掛 金 1,390,511 未 払 金 16,677 

商 品 274,732 未 払 法 人 税 等 208,736 

貯 蔵 品 2,958 預 り 金 1,590 

前 払 費 用 6,242 賞 与 引 当 金  15,516 

仮 払 金 120 未 払 消 費 税 46,650 

繰 延 税 金 資 産 25,145   

未 収 入 金 9,624   

貸 倒 引 当 金  ▲420   

  固 定 負 債 87,753 

  退 職 給 付 引 当 金 47,858 

固 定 資 産  296,075 役員退職慰労引当金 31,463 

有形固定資産 28,547 資 産 除 去 債 務 8,432 

建 物 20,200   

什                器 8,346 負 債 合 計 2,393,120 

無形固定資産 153,445 純   資   産   の   部 

ソ フ ト ウ ェ ア 151,802 株 主 資 本 2,622,769 

電 話 加 入 権 1,643 資   本   金  50,000 

  利 益 剰 余 金  2,572,769 

投資その他の資産  114,082 利 益 準 備 金  12,500 

投 資 有 価 証 券 63,172  その他利益剰余金 2,560,269 

差 入 保 証 金 22,507 別途積立金 1,360,000 

繰 延 税 金 資 産 28,402 繰越利益剰余金 1,200,269 

    

    

  純 資 産 合 計 2,622,769 

資 産 合 計 5,015,889 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,015,889 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表  

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    ・時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

         

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

          商品   

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産･･････定率法     

        主な耐用年数  建物（付属設備）････････１５年 

                什器･･････････････４年から６年 

       

(2) 無形固定資産     

定額法。なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金      

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

回収不能見込額を計上しております。 
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(2) 賞与引当金      

従業員の賞与金の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年

度負担額を計上しております。 

(3)  リース資産 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ 

   ナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存  

価格を零とする定額法を採用しております。 

(4)  退職給付引当金    

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

(5)  役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を  

計上しております。 

 

４．消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

 

 

貸借対照表に関する注記 

１．減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額         ７６，６０４ 千円 

２．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権               １，３８９，０８１ 千円 

長期金銭債権                  １６，４７１ 千円 

短期金銭債務                     ２８０ 千円 
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税効果会計に関する注記 

   １．繰延税金資産及び負債の発生原因別の主な内訳 

 

      流動の部 

        繰延税金資産 

未払事業税              １８，１５７ 千円 

賞与引当金               ５，４００ 千円 

商品評価損                 ９５６ 千円 

          その他                   ６３２ 千円   

 繰延税金資産合計             ２５，１４５ 千円   

 

      固定の部 

        繰延税金資産 

退職給付引当金            １６，５６２ 千円 

役員退職慰労引当金          １０，９０５ 千円 

その他                   ９３５ 千円    

        繰延税金資産合計             ２８，４０２ 千円    

        

  

   

   ２．法定実効税率の変更に関する事項 

     平成２８年３月３１日に法人税率の引き下げを含む「所得税法等の一部を改正 

する法律」（平成２８年法律第１５号）が公布され、平成２８年４月１日以降に 

開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。 

これに伴い、平成２８年４月１日以降に開始する事業年度において解消が見込    

まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定 

実効税率を３４．８％に変更しております。また、平成３０年４月１日以降に  

開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金 

資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率を３４．６％に変更しております 

なお、この税率変更による影響は軽微であります。 

 

 

 

 

 

 



 4 

関連当事者との取引に関する注記 

（単位；千円） 

種類 

会社等の 

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引の金額 科目 期末残高 

親会社 

日本生命保険

相互会社 

被所有（直接） 

１００％ 

商品の販売 

役員の兼任 

商品の販売 11,535,217 

売掛金 1,389,081 

業務受託料 26,407 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が価格を決定し、販売しており            

    ます。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており 

ます。 

 

 

１株当たりの情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額   ２，６２２，７６９円５３銭 

１株当たり当期純利益    ４７９，４９７円４３銭 

 

 

当期純利益 

 

   ４７９，４９７，４３９円 

 


